
5 平成 28年度 決算状況

(1) 般 会 計

歳入の根幹となる市税は、軽自動車税が、平成 27年度の税制改正による税率の引き上げや、近年のエコカーブームやコンパク
トカーヘの買い替え需要の影響で、自家用乗用軽四輪自動車の新規登録が多く軽自動車税が増となった一方で、地方法人税の影響

が平年度化 されたことによる法人市民税の減や健康志向や価格の値上げによる買い控えなどの影響による市たばこ税の減などに

より、市税全体では前年度対比で 3億 2, 438万 5千円 (△ 0.8%)の 減収となりました。地方譲与税・県税交付金等では、
自動車取得税交付金や自動車重量譲与税が増となった一方で、地方消費税交付金や株式等譲渡所得割交付金の減などにより、前年

度対比で 7億 8, 578万 1千円 (△ 12.5%)の 減少となりました。国庫支出金では、保育所運営費負担金やツインシティ整
備推進の進捗などによる社会資本整備総合交付金などの増がある一方で、年金生活者等支援臨時福祉給付金や臨時福祉給付金給付

関係補助金などの減により、前年度対比で 1億 4,481万 円 (△ 1.1%)の 減少となりました。繰入金では庁舎建設基金繰入
金の減などから、全体では前年度対比で 6, 772万 円 (△ 6。 1%)の減少となりました。市債では、余熱利用施設や神田出張
所の整備債などの増により、市債全体としては前年度対比で 13億 8, 150万 円 (△ 30.8%)の 増加 となりました。
これらの結果、歳入総額は、前年度対比で 6億 8, 396万 6千円 (△ 0.8%)減 少の 850億 6, 970万 6千円となりま
した。

一方、歳出では、人件費は、退職者数の減により、前年度対比で 1億 4,049万 7千円 (△ 0,9%)の 減少となりました。
扶助費は、児童手当事業などの減がある一方で、年金生活者等支援臨時福祉給付金事業 (繰越明許 )、 保育所運営費等扶助事業な

どの増により、全体では前年度対比で 18億 4, 687万 9千円 (+8.7%)の 増加 となりました。公債費は、環境事業セン
ター整備事業の元金償還などにより、全体では前年度対比で 3億 1, 501万 6千円 (+6.6%)の 増加 となりました。投資
的経費は、福社会館の耐震補強工事完了などの減がある一方で、継続事業である余熱利用施設整備事業などの増により、全体で

は前年度対比で 10億 5, 103万 7千円 (+15.5%)の 増加 となりました。
これらの結果、歳出総額は、前年度対比で 8億 3, 371万 1千円 (△ 1,0%)減 の 811億 2, 550万 9千円となりま
した。

以上により、平成 28年度の一般会計の形式収支 (収支差引)は、 39億 4, 419万 7千円となり、ここから翌年度に繰越
すべき財源を差 し引いた実質収支は、 33億 5, 778万 4千円となりました。



(2) 競輪事業特別会計
本市の財政運営に貢献をしている競輪事業特別会計は、平成 28年度に開催回数 12回、開催 日数 46日 実施 し、草券発売額
は、 149億 4, 798万 3千円となり、前年度に比べ 50億 2, 036万 3千円の減となりました。
一般会計への繰出金は前年度に比べ 5, 000万 円減の 1億円となり、この収益金は、主に民生費、衛生費、消防費に充当さ
れ、社会資本整備等の充実に寄与しています。

歳入決算額は、 189億 3, 057万 5千円、歳出決算額は、 183億 8, 577万 9千円となり、この中から平成 29年度
へ繰 り越 した事業の財源 9, 514万 8千円を差し引いた 4億 4, 964万 8千円が実質収支となり、平成 29年度へ繰 り越
しました。

(3) 国民健康保険事業特別会計
平成 28年度末の被保険者数は、 6万 5, 184人 で、前年度末に比べ 4, 463人 の減となりました。また、保険給付費
は、前年度比 2.6%減 の 192億 5, 650万 5千円となり、法定外繰入金は、 11億 1,419万 3千円となりました。
歳入決算額は、 326億 2, 030万 7千円、歳出決算額は、 321億 2, 030万 6千円、歳入決算額から歳出決算額を
差 し引いた歳入歳出差引額である 5億 1千円が実質収支となり、平成 29年度へ繰 り越 しました。

(4)水 産物地方卸売市場事業特別会計
流通機構の改善と水産物の公正な取引並びに生鮮魚介類の需要の増加に応えるため、昭和 31年度に魚市場が発足し、現在
に至っています。平成 28年度の魚市場年間取扱量は 2, 010ト ンで、前年度に比べ 13.5%の 減、取扱金額は 18億 5,
238万 4千円で、前年度に比べ 7。 1%の減となってお ります。
歳入決算額は、 1, 448万 2千円、歳出決算額は、 1, 385万 3千円となり、歳入歳出差引額 62万 9千円が実質収支
となり、平成 29年度へ繰 り越 しました。

(5)介 護保険事業特別会計
本会計は、介護を社会全体で支え、利用者の希望を尊重 したサービスが受けられる仕組みとして平成 12年度に新設しました。
平成 28年度末の要介護認定者数は、 10, 671人 、介護サービス受給者は 8, 588人 となつています。
歳入決算額は、 171億 2, 796万 8千円、歳出決算額は、 166億 6, 237万 2千円となり、この中から平成 29年度
へ繰 り越 した事業の財源 75万 5千円を差 し引いた 4億 6,484万 1千円が実質収支となり、平成 29年度へ繰 り越 しました。



(6) 後期高齢者医療事業特別会計
本会計は、従来の老人保健制度が廃止となり平成 20年 4月 1日 から75歳以上 (一定の障がいがある方は65歳以上)の
方を対象とする後期高齢者医療制度の施行に伴い、平成 20年度に新設しました。平成 28年度末の被保険者数は3万 1, 1
40人です。
歳入決算額は、 30億 7, 840万 8千円、歳出決算額は、28億 9, 623万 8千円となり、歳入歳出差引額 1億 8, 2
17万円が実質収支となり、平成 29年度へ繰り越しました。

(7)病院事業会計
本会計は、平塚市民病院の事業会計です。平成 28年度の入院延患者数 128, 983人 、外来延患者数 224, 601人
となってお り、対前年度比で入院が 3, 354人 の減、外来が 15, 032人 の減となりました。
事業収益総額は、 118億 6, 641万 6千円、事業費用総額は、 126億 2, 361万 8千円となり、 7億 5, 720万
2千円の純損失となりました。
また、資本的収支の収入総額は、 56億 4, 957万 円、支出総額は、 31億 2, 803万 3千円となり資本的収入が資本
的支出に超過する額 25億 2, 153万 7千円は、前年度不足分に補てんした 35億 2, 330万 円 (平成 27年度許可済企
業債の未発行分)を含むため、それを除いた実際の不足額 10億 176万 3千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支
調整額 937万 6千円、過年度分損益勘定留保資金 9億 9, 238万 7千円で補てんしました。

(8) 下水道事業会計
本会計は、下水道事業特別会計と農業集落排水事業特別会計を引き継ぎ、平成 28年 4月 1日 から地方公営企業法の財
務規定等を適用 し設置 しました。

本市の下水道事業は、公共下水道と農業集落排水により、河川の水質保全や公衆衛生の向上及び浸水防止のため、建設改良

や維持管理を行つてお り、当年度末の処理区域内人口は、 253, 563人 となりました。
事業収益総額は、 83億 2, 193万 4千円、事業費用総額は、 74億 6, 567万 1千円となり、 8億 5, 626万 3千
円の純利益となりました。

また、資本的収支の収入総額は、 23億 508万 5千円、支出総額は、 52億 3, 770万 5千円となり資本的収入が資本
的支出に不足する額 29億 3,262万 円については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 3,776万 7千円、
引継金 4億 412万 7千円、当年度分損益勘定留保資金 23億 5, 159万 8千円、当年度利益剰余金処分額 1億 3, 912
万 8千円で補てんしました。



会計別歳入歳出決算総括表 (平成 28年度 )

会   計   名 予 算 現 額 収 入 済 額

般  会  計 86,792,264 85,069,706

特  別  会  計 73,298,972 71,771,740

内

訳

競 輪 事 業 19,228,035 18,930,575

国 民 健 康 保 険 事 業 33,636,934 32,620,307

水 産 物 地 方 卸 売 市 場 事 業 14,520 14,482

介 護 保 険 事 業 17,233,842 17,127,968

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,185,641 3,078,408

△
ロ 計 160,091,236 156,841,446



(単位 :千円)

支 出 済 額 収 支 差 引 額 翌年度へ繰り越すべき財源 実 質 収 支 額

81,125,509 3,944,197 586,413 3,357,784

70,078,548 1,693,192 95,903 1,597,289

18,385,779 544,796 95,148 449 648

32,120,306 500,001 0 500,001

13,853 629 0 629

16,662,372 465,596 755 464,841

2,896,238 182,170 0 182,170

151,204,057 5,637,389 682,316 4,955,073



歳入決算額の推移

年  度

区  分

24 2 5

決 算 額 構成比 指数 決 算 額 構成比 指数

自 主 財 源 54,273,152 61。 7 100 57,238,231 68,2 105

42,580,162 48,4 100 42,878,914 51,1 101

886,971 1.0 100 920,120 1.1 104

1,645,801 1.9 100 1,640,454 2.0 100

177,426 0。 2 100 150,392 0。 2 85

6 462 0.0 100 13,386 0,0 206

267,997 0。 3 100 2,867,987 3,4 1,070

3,916,572 4.5 100 3,778,573 4.5 96

4,791,761 5,4 100 4,988,455 5。 9 104

依 存 財 源 33,746,547 38.3 100 26,724,363 31.8 79

507,972 0.6 100 484,107 0.6 95

81,183 0。 1 100 72,046 0.1 89

91,555 0。 1 100 159,664 0,2 174

25,309 0.0 100 280,870 0.3 1,110

2,500,821 2.8 100 2,479,507 2.9 99

42,781 0.0 100 42,978 0,0 100

288 364 0.3 100 248,097 0.3 86

240,441 0,3 100 230,959 0.3 96

1,799,186 2.0 100 1,448,721 1.7 81

50,944 0.1 100 47,898 0.1 94

15,199,800 17.3 100 11,090,842 13.2 73

4,985,991 5.7 100 4,598,774 5.5 92

7,932,200 9.0 100 5,539,900 6.6 70

△
口 計 88,019,699 100.0 100 83,962,594 100,0 95



2 6 2 7 2 8

決 算 額 構成比 指数 決 算 額 構成比 指数 決 算 額 構成比 指数

56,754,478 65.8 105 55,268,797 64.5 102 54,209,067 63.7 100

43,281,420 50,2 102 42,967,700 50.1 1 0 1 42,643,315 50.1 100

927,116 105 977,005 1.2 110 983,450 1,2

1,555,252 1.8 94 1,555,322 1.8 95 1,570,017 1.9 95

124,320 0,1 70 415,405 0.5 234 291,763 0,3 164

10,840 0.0 168 9,175 0.0 142 36,314 0.0 562

2,344,728 2.7 875 1,114,398 1.3 416 1,046,678 1.2 391

3,964,358 4.6 101 4,353,449 5.1 3,794,452 4.5 97

4,546,444 5,3 95 3,876,343 4.5 81 3,848,078 4.5 80

29,543,189 34.2 88 30,484,875 35.5 90 30,860,639 36.3 91

461,986 0.5 91 483,369 0,6 95 490,103 0.6 96

68,947 0.1 85 59,947 0.1 74 31,019 0.0 38

299,851 0.3 328 232,307 0.3 254 161,409 0,2 176

187,729 0。 2 742 250,025 0,3 988 99,667 0.1 394

2,973,642 3.4 119 4,811,602 5.6 192 4,239,147 5.0 170

43,498 0.1 102 44,256 0.0 103 43,936 0,1 103

130,728 0.2 45 178,957 0.2 62 213,399 0。 3 74

192,226 0.2 80 190,502 0。 2 79 189,653 0。 2 79

1,103,795 1.3 61 1,195,969 1.4 66 1,090,651 1.3 61

41,788 0.0 82 44,414 0,0 87 41 265 0.0 81

12,645,023 14.7 83 13,089,494 15.3 86 12,944,684 15.2 85

5,349,876 6.2 107 5,413,933 6.3 109 5,444,106 6.4 109

6,044,100 7.0 76 4,490,100 5.2 57 5,871,600 6.9 74

86,297,667 100,0 98 85,753,672 100.0 97 85,069,706 100.0 97



目的別歳出決算額の推移

年  度

区  分

24 2 5

決 算 額 構成比 指数 決 算 額 構成比 指数

議
△
言 費 532,480 0.6 100 504,095 0。 6 95

総 務 費 9,402,589 11.2 100 11,529 998 14.4 123

民 生 費 31,636,612 37.5 100 31,875,099 39.8 1 0 1

衛 生 費 14,030,459 16.7 100 7,910,030 9。 9 56

労 働 費 498,663 0.6 100 236,856 0.3 48

農 林 水 産 業 費 633,975 0,8 100 619,838 0.8 98

商 工 費 1,384,156 1.6 100 1,948,911 2.4 1 4 1

土 木 費 9,298,934 11.0 100 9,827,427 12.3 106

消 防 費 3,031,610 3.6 100 2,811,203 3.5 93

教 育 費 7,267,441 8.6 100 6,214,541 7.8 86

公 債 費 4,939,207 5,9 100 5,044,238 6.3 102

諸 支 出 金 1,590,000 1.9 100 1,476,000 1.9 93

災 害 復 旧 費

合   計 84,241,126 100,0 100 79,998,236 100.0 95



2 6 2 7 2 8

決 算 額 構成比 指数 決 算 額 構成比 指数 決 算 額 構成比 指数

597,079 0,7 112 496,780 0.6 93 450,107 0.6 85

11,728,349 14.3 125 10,429,102 12.7 8,264,536 10.2 88

33,949,024 41.4 107 35,669,307 43.5 113 36,782,275 45.3 116

6,572,138 8.0 47 7,422,305 9,1 53 7,698,866 9.5 55

235,080 0.3 48 235,961 0.3 48 230,939 0.3 47

720,440 0,9 114 688,236 0.8 109 622,172 0.8 98

2,010,072 2.5 145 2,124,350 2.6 153 1,947,369 2.4 1 4 1

9,678,073 11.8 104 9,417,233 11.5 1 0 1 9,601,783 11.8 103

2,874,205 3.5 95 2,944,318 3.6 97 3,447,998 4.2 114

7,125,681 8.7 98 6,654,707 8.1 92 6,356,754 7.8 87

5,105,187 6.2 103 4,777,690 5.8 97 5,092,710 6.3 103

1,304,000 1.6 82 965,000 1.2 61 630,000 0.8 40

44,890 0,1 134,231 0.2

81,944,218 100.0 97 81,959,220 100.0 97 81,125,509 100.0 96



性質別歳出決算額の推移

年  度

区  分

2 4 2 5

決 算 額 構成比 指数 決 算 額 構成比 指数

義 務 的 経 費 39,650,394 47.0 100 39,270,750 49.1 99

15,015,030 17.8 100 14,432,156 18.0 96

19,696,164 23.4 100 19,794,362 24.8 100

4,939,200 5.8 100 5,044,232 6.3 102

投 資 的 経 費 14,117,308 16.8 100 9,648,978 12.1 68

14,116,022 16.8 100 9,648,978 12.1 68

1,281 0.0 100

そ の 他 30,473,429 36.2 100 31,078,508 38.8 102

10,425,545 12.4 100 10,090,503 12.6 97

4,058,581 4.8 100 4,490,058 5,6 111

1,026,496 1.2 100 963,511 1.2 94

11,019,840 13.1 100 11,202,735 14.0 102

929,481 1.1 100 1,158,357 1.4 125

3,013,486 3.6 100 3,173,344 4.0 105

△
口 計 84,241,126 100,0 100 79,998,236 100,0 95



2 6 2 7 2 8

決 算 額 構成比 指数 決 算 額 構成比 指数 決 算 額 構成比 指数

41,009,749 50.0 103 40,889,160 49,9 103 42,910,558 52.9 108

14,957,203 18.2 100 14,852,779 18.1 99 14,712,282 1 8 1 98

20,947,364 25.6 106 21,258,691 26.0 108 23,105,570 28.5 117

5,105,182 6.2 103 4,777,690 5.8 97 5,092,706 6.3 103

8,640,916 10.6 61 6,796,621 8.3 48 7,847,658 9,7 56

8,596,026 10.5 61 6,659,289 8,1 47 7,847,658 9.7 56

44,890 0。 1 3,504 137,332 0.2 10,721

32,298,553 39。 4 106 34,273,489 41.8 112 30,367,293 37.4 100

10,926,506 13.3 105 10,624,2と 8 13.0 102 9,855,767 12.1 95

4,515,314 5.5 4,700,672 1165,7 7,075,625 8.7 174

1,047,749 1,3 102 969,580 1.2 94 978,081 1.2 95

11,365,502 13,9 103 12,247,397 14.9 7,860,222 9,7 71

940,965 1,1 101 2,072,490 2.5 223 788,979 1.0 85

3,497,517 4.3 116 3,659,082 4.5 121 3,808,619 4,7 126

81,944,218 100.0 97 81,959,220 100.0 97 81,125,509 100,0 96



市債現在高

平成29年 5月 31日 現在 (単位 :千円)

区 分
前年度末
現 在 高

決算年度中増減額
決算年度末
現 在 高決算年度中

借 入 額
決算年度中
元金償還額

般
　
　
△
本
　
　
計

普 通 債 27,836,349 4,371,600 2,650,548 29,557,406

4,100,617 998,100 194,388 4,899,329

1,138,902 429,200 95,927 1,467,175

7,339,715 824,300 604,229 7,559,786

114,191 25,400 31,547 108,044

7,501,713 930,600 878,474 7,553,839

1,310,229 73 500 108,461 1,275,268

970,984 705,500 138,844 1,537,640

5,364,998 390,000 598,673 5,156,325

災 害 復 旧 債 52,460 3,840 48,620

52,460 3,840 48 620

そ の 他 25,630,904 1,500,000 1,997,404 25,133,500

2,318,948 372,594 1,946,354

233,246 115,413 117,833

23,078,710 1,500,000 1,509,397 23,069,313

小   計 53,519,713 5,871,600 4,651,787 54,739,526

企
業
会
計

病院 6,755,014 5,477,300 561,276 11,671,038

下水道 47,907,181 521,200 3,946,827 44,481,554

小  計 54,662,195 5,998,500 4,508,103 56,152,592

△
回 計 108,181,908 11,870,100 9,159,890 110,892 ,118



基金の状況
3

基 金 の 名 称
前年度末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

平塚市財政調整基金 6,993,874 316,847 7,310,721

平塚市河日対策事業基金 597,217 △ 4,931 592,286

平塚市国民健康保険療養給付費等支払準備基金 3 920 1 3,921

平塚市競輪事業基金 1,585,954 108 1,586,062

平塚市競輪場施設整備基金 4,209,096 △ 2,810,751 1,398,345

平塚市庁舎建設基金 1,731,357 △ 651,029 1,080,328

平塚市みどり基金 1,359,602 △ 4,465 1,355,137

平塚市下水道事業環境整備基金 160,613 212 160,825

平塚市文化振興基金 59,106 △ 2,524 56,582

平塚市介護保険給付費支払準備基金 1,000,453 △ 82,237 918,216

平塚市子ども・子育て基金 276,050 276,050

平塚市公共施設整備保全基金 2,442,650 △ 187,859 2,254,791

△
口 計 20,143,842 △ 3,150,578 16,993,264



Ⅱ 平成28年度病院事業決算

1病院事業決算報告書について
(1)収益的収入及び支出

(2)資本的収入及び支出

(

(

千円)

千円)

(単位 :千円)

( 千円)

※ 資本的収入額が資本的支出額に超過する額は、前年度不足分に補てんした額を含むため、それ
を除いた実際に不足する額1,001,763千 熙については、平成28年度分消費税及び地方消費税資本
的収支調整額9,376千円、通年度分損益勘定留保資金992,387千 円をもつて補てんした。

区 分
予算額

A

決算額

B B―A
予算額に比べ

決算額の増減

市民病院事業収益 12,390,891 11,908,820 △ 482,071

区 分
予算額

A

決算額

B A― B

不用額

市民病院事業費用 13,203,372 12,656,646 546,726

区 分
予算額

A

決算額

B B―A
予算額に比べ

決算額の増減

市民病院事業資本的収入 3,287,100 5,649,570 2,362,470

区 分
予算額

A

決算額

B C

翌年度繰越額

A― B― C

不用額

市民病院事業資本的支出 4,499,976 3,128,038 1,077,268 294,675
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2損益計算書について

3貸借対照表について

千 円

科 目
A
平成 28年度

B
平成 27年度

A―B
増減額 増減率

① 経常収益 11,707,527 11,949,717 △ 242,190 △ 2.0

② 経常費用 12,465,831 11,968,419 497,412 4.2

△ 758,304 △ 18,702 △ 739,602 3,954.7

△ 1,643,631 △ 911,912 △ 731,719 80.2

③ 経常損益(①―②)

885,327 893,210 △ 7,883 △ 0,9

④ 特別利益 158,889 134,522 24,367 1 8 1

⑤ 特別損失 157,787 123,592 34,195 27.7

⑥ 当年度純損益
(③ +④―⑤) △ 757,202 △ 7,772 △ 749,430 9,642.7

⑦ 前年度繰越欠損金 3,993,922 3,986,150 7,772 0.2

③ 当年度未処理欠損金
(⑦一⑥)

4,751,124 3,993,922 757,202 19.0

資  産 金  額 負債及び資本 金  額

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

15,232,885

1,817,178

と,296,885

負債の都 合計 18,346,898

資 本 金

剰 余 金

6,199,592

△ 4,549,694

固 定 資 産

流 動 資 産

17,266,342

2,730,454

資本の都 合計 1,649,898

資産の部 合計 19,996,796 負債及び資本の部 合計 19,996,796
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Ⅲ 平成28年度下水道事業決算

1下水道事業決算報告書について
(1)収益的収入及び支出

(単位 :千円)

(単位 :千円)

(2)資本的収入及び支出
千 円

(単位 :千円)

※ 資本的収入額2,305,085千関が資本的支出額に不足する額2,982,620千 円は、当年度分消費税
及び地方消費税資本的収支調整額37,767千円、引継金404,127千 円、当年度分損益勘定留保資
金2,351,598千円、当年度利益剰余金処分額 139,128千円で補てんした。

区 分
予算額

A

決算額

B B―A
予算額に比べ

決算額の増減

公共下水道事業収益 8,284,192 8,374,861 90,669

農業集落排水事業収益 210,163 212,773 2,610

区 分
予算額

A

決算額

B A一 B

不用額

公共下水道事業費用 7,770,892 7,477,298 293,599

農業集落排水事業費用 231,062 216,311 14,751

区 分
予算額

A

決算額

B B―A
予算額に比べ

決算額の増減

公共下水道事業資本的収入 3,612,727 2,305,085 △ 1,307,642

区 分
予算額

A B

決算額

C

翌年度繰越額

A一 B一 C

不用額

公共下水道事業資本的支出 6,478,998 5,189,624 813,895 475,479

農業集落排水事業資本的支出 48,081 48,08と 0 0
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2損益計算書について

3貸借対照表について

科 目
A
平成 28年唐

B
平成 27年店

A―B
ナ曽減額 ナ曽減率

① 経常収益 8,296,859

② 経常費用 7,408,425

888,434

△ 1,226,664

③ 経常利益(①―②)

2,115,098

④ 特別利益 25,075

⑤ 特別損失 57,246

⑥ 当年度純利益
(③十④―⑤)

856,263

⑦ 前年度繰越余剰金

③ 当年度未処理余剰金 856,263

資  産 金  額 負債及び資本 金  額

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

40,599,347

4,347,362

52,660,250

負債の都 合計 97,606,959

資 本 金

乗J余 金

19,919,366

8,612,863

固 定 資 産

流 動 資 産

119,877,580

1,261,108

資本の都 合計 23,531,729

資産の都 合計 121,138,688 負債及び資本の部 合計 121,138,688
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